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の「雇用の増加ペースは最近数か月
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雇用の増加ペースは最近数か月

変更されるとみられるが、雇用環境

し、モメンタム

 4 / 8

マクロ経済見通しレポート

21年末 長期

6

4

4

1

1

ＦＯＭＣ委員のＦＦ金利予想（2019年3月）

つのパラグラフで構成され

％と加速し、

１％から２％に上方改定されているよ

労働市場は強いままで、経済活動は堅調ペース

万人に鈍化した一方、３

堅調な増加ペースを維持

千人）と減速したが、高い伸びを維持

が、雇用の増加ペース

雇用の増加ペースは最近数か月
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期待インフレ率の変化は乏しいことの判断が維持さ

／ マクロ経済見通し

3

4

5

6

7

8

9

10

11

19

（％）

４

Ｑ

１

Ｑ

19

政府支出

企業の設備投資の伸びは減速し

家計支出の判断を

ＰＣＥコアが同＋
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前年比で、全体のインフレ率とエネルギー・食品を除くインフレ

される見込み。また

市場ベースの期待インフレを示す指標

市場ベースの指標は総じて最近数カ月低いままであり、調査に基づいた長期的な

期待インフレ率の変化は乏しいことの判断が維持さ
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家計支出の判断を上方修正す
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市場ベースの指標は総じて最近数カ月低いままであり、調査に基づいた長期的な

期待インフレ率の変化は乏しいことの判断が維持さ
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